高齢者等居住改修住宅等（住宅バリアフリー改修工事）に対する固定資産税の減額措置
	根拠法令等
	地方税法附則第15条の9第4項から第8項まで
地方税法施行令附則第12条第22項から第29項まで
地方税法施行規則附則第７条第８項
菊川市税条例附則第10条の3第８項各号

	対象住宅
	新築された日から10年以上経過した住宅で、平成19年4月1日から令和６年3月31日までにバリアフリー改修工事を行った住宅（賃貸住宅は除く）

	要　　　件
	次の人的要件、工事要件の両方を満たすもの

≪人的要件≫　次のいずれかの者が居住する住宅
①65歳以上の者
②介護保険法の要介護認定又は要支援認定を受けている方

③障害者

≪工事要件≫　次の工事で、改修後の住宅の床面積が50㎡以上280㎡以下であり、また工事費用が50万円以上（国又は地方公共団体からの補助金等をもって充てる部分を除く）のもの　
　　①廊下の拡幅　　　　　　④便所の改良　　　　　⑦引き戸への取替え
②階段の勾配の緩和　　　⑤手すりの取付け　　　⑧床表面の滑り止め化

③浴室の改良　　　　　　⑥床の段差の解消

	減額内容
	その住宅に係る固定資産税の3分の1の額（1戸あたり100㎡までに限る）

	減額期間
	バリアフリー改修工事が完了した日の属する年度の翌年度分
（1月2日～3月31日までの間に改修が完了した場合は翌々年度分）

	申告期間
	バリアフリー改修工事が完了した日から３ヶ月以内

	提出書類
	①高齢者等居住改修住宅等に対する固定資産税の減額申告書
※個人番号（又は法人番号）を記載していただきます。申告書提出時に個人番号と本人の確認が必要となります。個人番号カードや本人確認書類を提示（郵送の場合は写しを同封）してください。

②改修工事の領収書の写し
③改修工事明細書の写し（改修工事の内容及び費用を確認することができるもの）※1
④改修箇所の図面及び工事写真
⑤要介護認定を受けている者又は要支援認定を受けている者は、その被保険者証の写し
⑥障害者の場合は、障害者であることを証明する書類の写し
⑦補助金等※2の決定通知書の写し


※1　工事内容を示す書類は、建築士、登録性能評価機関等による証明で代替が可能です。
※2　菊川市では、「重度身体障害者住宅改造費助成事業」、「介護保険居宅介護(介護予防)住宅改修費支給制度」があります。

＜その他＞

○ 新築軽減の減額、耐震改修の減額の適用を受けている期間又は既にバリアフリー改修の減額の適用を受けた
ことがある場合はこの適用を受けることはできません。但し、熱損失防止改修工事（省エネ改修工事）を同

時に行なった場合は、重複して減額措置が受けられます。
○ 工事の例
　例1　車椅子から便座へ動きやすくするために、便座の座高を高くする工事の場合に、便座の上に何かを置いたものは対象外。工事として便座の下に土台を組み込んで上げるような工事は対象となる。
　 例2　床表面の滑り止め化については、滑り止めのようなシートを貼るものは対象外で、床を滑りにくいものに取り替える工事が対象となる。
　例3　階段の手すりの取り付けは対象となるが、ホームエレベーターは対象外。
